
A．研究目的 
本邦の梅毒患者数は2000年から500～900名で推

移していたが、2013年から急増し、2018年には
7,002名が報告されている。同様の梅毒患者の急増
は日本以外でも認められている。このうち、西欧、
米国、中国からは、男性同性愛者（MSM）での増
加の影響が大きいとの報告がある。また、米国にお
いては薬物使用との関連も示されている。 

本邦においてなぜ梅毒が急増しているかの報告は
なく、今回、HIV感染者が梅毒の増加に寄与してい
るかを検討することとした。約2万名のHIV感染者
に対する本研究結果は、性行為感染予防の基礎資料
として重要と考えた。 

B．研究方法 
ナショナルデータベース（NDB）とは、平成18

年の医療制度改革を受け、全国医療費適正化計画及
び都道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価
に資するために収集されたレセプト情報・特定健診

等情報データベースの事である。厚生労働省が保有
し、現在レセプトデータは電子化されたデータのみ
で約100億件、特定健診保健指導データは全データ
の約1億件超を格納している。医療費適正化計画作
成のための調査及び分析等の本来目的以外の利用に
おいては、申請資格を有する者が、医療サービスの
質の向上等を目指した正確な根拠に基づく政策の推
進に有益な分析・研究または学術研究の発展に資す
る目的で行う分析・研究に利用することを、有識者
会議における審査において認められた場合に利用が
認められている。 

本研究では、NDBを用いて抽出した2009年1月
から2018年12月までに抗ウイルス薬での治療を開
始された本邦のほぼ全てのHIV感染者（22,909名）
を対象とし、毎年の梅毒罹患の有無を調査した
（population-based後ろ向き観察研究）。また、
Kaplan-Meier法を用いて、HIV感染症治療開始後に
梅毒に罹患する率を解析した。 
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本邦では2010年頃から梅毒患者の急増を認めているが、HIV感染者における梅毒患者

数の増減は不明である。HIV感染者が梅毒患者の増加に関与しているかを検討した。 

2009年から2018年までにHIV感染症として治療された22,909名をナショナルデー

タベース（NDB）から抽出した。これらのHIV感染者で梅毒と診断された患者数を、

国立感染症研究所の感染症発生動向調査数と年次ごとに比較した。結果としてHIV感

染者における梅毒患者数は緩徐な増加であり、全梅毒患者においてHIV感染者が占め

る割合は急激に減少していた（2010年：39.1%、2018年：5.9%）。 

また、この期間におけるHIV感染者の梅毒罹患時の年齢の推移について検討したとこ

ろ、50代で感染する患者が倍増していた(2010年：7.4%、2018年：14.9%)。さら

に、毎年約2%のHIV感染者が梅毒に罹患することも明らかになった。  

今回の我々の解析では、本邦での急激な梅毒患者増加にHIV感染者は寄与していない

ことがわかった。しかしながら毎年約400名の共感染の患者が発生しており、引き続

き注意が必要である。 

研究要旨

大学̶関連病院関係を核とする医療・福祉資源の限られた地域に
おけるHIV感染症診療支援体制構築 
ーナショナルデータベースを用いたHIV感染症と梅毒の共感染についての解析ー 
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HIV感染症や梅毒の有無は ICD-10コードと治療
薬を元に決定した。年齢は6グループに分類した
（18-29, 30-39, 40-49, 50-59, 60-69, ≥70）。さらに、
患者の性別、AIDS指標疾患の有無、B型・C型肝炎
の合併、精神疾患の有無について調査した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、順天堂大学の倫理委員会で審査を受
け、承認を得たうえで実施している。また、「人を
対象とする医学系研究に関する倫理指針」第12の1

（2）イの規定により、研究者等は、被験者からイ
ンフォームド・コンセント（説明と同意）を受ける
ことを必ずしも要しないと定められている。そのた
め今回の研究では同意取得はせず、対象となる患者
向けホームページで情報の公開を行っている。 

C．研究結果 
日本の総梅毒感染者数は、2015年の2,690名から

2018年の7,007名へと2.6倍増加していた（図1）。
この期間におけるHIV感染者数は1.2倍の増加であ
った（2015年：18,941名、2018年：22,909）。2010

年から2018年の間、HIV感染者の新規梅毒発症は約
2%のままであった。結果として、総梅毒患者に占
めるHIV感染者の割合は、2010年の39.1%から2018

年の5.9%へと大きく低下した。  

本研究期間中において、本邦で梅毒とHIV感染症
を併存している女性は年間10名以下であった。併
存者において、AIDS指標疾患の割合、B型・C型肝

炎の共感染率、精神疾患の合併率に関しての年次変
化は認められなかった。 

梅毒とHIV感染症を併存している患者の年齢は常に
30代、40代が中心であったが、50代の患者は2010年
の7.4%から2018年の14.9%に増加していた（図2）。 

HIV感染症の治療開始後に梅毒に罹患する患者の
Kaplan-Meier曲線では、年次ごとの変化は無かった
（図3）。 

D．考察 
我々はNDBを用いて、2016年に新規にHIV感染
症と診断された1,521名（男性93.2%）について、
診断前後の梅毒の感染状況について報告している
（研究発表9）。この中で、多くのHIV感染者が抗
ウイルス治療を開始後も梅毒に罹患していることを
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明らかにした。しかしながら、これが本邦の全梅毒
患者増加にどのような影響を与えているかは不明で
あった。 

今回の研究によると、本邦での急激な梅毒患者の
増加にもかかわらず、調査期間の2010年から2018

年においてHIV感染者の梅毒罹患率に大きな変化は
無かった。この結果により、今後の性行為感染症予

防は必ずしもMen who have Sex with Men（MSM）
のみでなく、広い対象に行われるべきとの考察がで
きる。 

しかしながら、50代のHIV感染者においては、梅
毒の罹患率が増えていた。米国でも同様に、50歳以
上の HIV感染者の梅毒罹患が問題となっている
（Kidd S, et al., Sex Transm Dis 45:S42-S47,2018）。中
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国のMSMでは50歳以上のほうが梅毒の共感染率が高
いとの報告もある（Weng RX, et al., PLoS One 

2019;14:e0223377）。本邦でのHIV感染者数は減少傾
向にあるが、50代の患者数は不変である。50代に対
するHIV感染症や梅毒感染への啓蒙は重要である。 

本研究はNDBを用いているため、梅毒に罹患した
患者の生活習慣に関する解析は行えていない。また、
集積データに検査結果は含まれておらず、CD4数や
HIV-RNA量と関連した検討は実施できなかった。 

E．結論 
日本での急激な梅毒感染者の増加はHIV感染者を
中心としたものではないことが明らかになった。し
かしながら、特に50代の感染者では引き続き注意
が必要である。「HIV感染後も梅毒に罹患する人
数」は研究期間中不変であり、HIV感染症診断時に
適切な患者教育が必要である。今回の研究により、
今後の性感染症予防の啓蒙や早期診断のために有用
な情報が得られた。 
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